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生徒指導上の困難を抱える児童生徒への自立支援
―不登校児童生徒へのチーム支援のあり方をめぐって―
小　林　彰　彦
はじめに
　社会における価値観が多様化する現在、児童・生徒の様相も多様化しており、
生徒指導が果たす役割は大きなものがある。また指導内容も多岐にわたり、困難
さも増している。こうした問題への対応、あるいは生徒指導上の問題の深刻化等
を防止するために、例えば『生徒指導提要』では、「問題を抱える個々の児童生
徒について、校内の複数の教職員やスクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーなどがチームを編成して児童生徒を指導・援助し、また、家庭への支援
も行い問題解決を行うもの」(1) と記されている。さらに同書ではチームの型とし
て「（ア）校内の複数の教職員が連携して援助チームを編成して問題解決を行う
校内連携型、（イ）学校と教育委員会、関係機関等がそれぞれの権限や専門性を
生かしたネットワーク型、（ウ）自殺、殺人、性被害、深刻な児童虐待、薬物乱
用など、学校や地域に重大な混乱を生じる事態に対して、緊急対応を行う緊急支
援（危機対応）型」(2) などを示している。特に、スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカーは、専門的な知識を有し、ときには教職員、保護者、教育
委員会、関係機関等や地域との連絡・調整役（コーディネーター）としての活用
が望まれてもいる (3)。
　しかし、こうしたチーム支援の必要性や有効性が指摘される今日において、時
には事例が紹介されることもある (4)ものの、スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーをはじめ、相談員、支援員、ボランティア等が守秘義務との関係
等からどう活用されるべきか、また教育委員会、さらには医療や福祉、警察等の
外部機関との連携が実際どのようになされることがよいか等についての実効的な
取り組みは少ないのが現状ではなかろうか。それは、生徒指導的な問題が生じる
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背後に個々の家庭内事情や階層分化、社会経済状況等々の要因が入り混じりなが
ら複雑に関係しているからであろう。したがって、学校のみでは解決困難な生徒
指導対応を軸に、チーム支援のあり方を改善していく方策を考えていく必要があ
る。学校での生徒指導がより効果的に機能するよう学校内のチーム化はもちろん、
マクロ的に見るなら「教育界や経済界、法曹界、福祉の分野等々大きな窓からと
らえながらの見直し」(5) も求められるであろう。
　本稿では、生徒指導の困難を象徴するものの一つとして不登校問題を取り上げ
る。まず公立中学校 2 学年に在籍しながら現在不登校状況にある一人の帰国男子
生徒（以下 A 男と記す）が抱える困難事例についてインタビューを交えて明ら
かにする。続いてチーム支援のあり方を探るためにクライエントの自立を促す立
場において共通性をもつ医療や福祉現場における実践等を概観し、それらと比較
しながら問題点について整理していくことを試みたい。このことによって、学校
の生徒指導を進めるうえで教育の専門家としてさまざまな困難に向き合ってきた
教師、さらには児童生徒に真摯に向き合う関係諸機関やスタッフと等との連携が
より確かなものとして構築されるための方向性を探ろうとすることが本稿の目的
である。
　なお、本研究において追究上必要な不登校生徒からの聞き取りを行うほか、福
祉や医療関係現場の実際について論及するが、対象人物や施設等の特定化を避け
るため、簡略な記述に留まる部分のあることを予めお断りしておきたい。
1　不登校状況にある帰国児童生徒への支援にみる困難
（1）一律ではない帰国児童生徒に見る国内の学校へのとけこみ
　子どもたちが国外の学校で学ぶ数は増えている。学校基本調査によれば、毎年
の帰国児童生徒数もほぼ右肩上がりで増え続け、平成 28 年度の帰国児童生徒数
は 12,989 人にのぼる (6)。日本国内の学校に編入学する場合は、「学校生活への適
応を図るとともに、外国における生活経験を生かすなどの適切な指導を行うこ
と」(7) などの配慮がなされている。多くの子どもたちにとって海外の生活経験は
その後の成長においてもさまざまに役立っていることであろう。しかし一方で、
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児童生徒の海外経験はプラスに作用することばかりでなく、「日本の学校に編入
するにあたり，帰国子女であるがゆえの不安や編入後の居心地の悪さを感じてい
る」(8)、「学校適応支援の構造上，帰国子女の意識として挙げられた帰国前の不安，
居心地の悪さ，適応支援のニーズについて教師が把握し切れていない可能性」(9)
などのマイナス面も見られるのである。なお、こうした傾向は公立学校でとくに
顕著だとされている。
　ところで、周知のように日本国内における小・中学校の不登校児童生徒数は一
時減少傾向にあったものの翻って近年増加傾向を示し、2016 年度には再び 13 万
人を超えた (10)。これまで、不登校児童生徒への支援は、その原因を探りながら
再度の登校を促すことに重きが置かれる感が強い (11)。しかし、そうした原因分
析を試みたとしても、実際には不登校児童生徒が抱える背景はさまざまで、結果
的に問題解決に至らないことも多い。
　不登校の傾向や原因は大きく本人・家庭・学校の 3 パターンが指摘される (12)。
そうした状況の対処に向きあうのは保護者、そして学校側においては一般的に担
任ということになろう。ただ担任のみでは対応できにくい事案の場合は、学校内
の職員同士による組織内連携 (13) によって支援が行われることとなる。また、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどカウンセリングやコンサ
ルタント等の知識や技能を持った専門家が加わることもある。スクールカウンセ
ラーは、「不登校を始めとする児童生徒の問題行動の未然防止、早期発見・早期
対応等のために、児童生徒の悩みや不安を受け止めて相談に当たり、関係機関と
連携して必要な支援をするための『心の専門家』」(14) としての活用が期待されて
いる。したがって今日、不登校児童生徒への対応状況は、学校教員のみならず外
部の専門家などを交えたチーム等を編成した総合的な対応が求められているので
ある。このことから帰国児童生徒の不登校状況に対する基本的な支援のあり方も
大きく変わるものではないと考えられよう。
（2）海外でのできごとが帰国後まで影響しているA男
　日本に帰国後、学校での居心地の悪さを感じている状況にあるのがA男である。
以下、不登校に至る状況についてインタビューを交えながら概観する。
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〈プロフィール〉
　現在、公立中学校 2年。小学校低学年時に父親の転勤に伴って家族（父、母、A男、
弟）で東南アジアへ。父母の意向もあって現地校に転入。小学校 6 年の年度途中
に父親は一足早く帰国するが、本人と母親および弟は区切りのよい年度末（3 月）
まで残ることを選択。同時に帰国後のことも考え日本人学校に転校した。しかし、
途中から欠席が多くなる。その後、日本の学事暦に合わせて帰国し中学校に入学
するものの、間もなく不登校となり現在に至る。不登校に至った経緯を当人に尋
ねると、次のように語った。
〈インタビューから　その 1〉
日本人学校であるとき現地校との交流会があったんですね。そこで僕が通訳
を任されることになったんです。現地校での在籍が長く、外国語（英語）は
現地校でも使っていたから。でも英語はある程度分かるけど役割が務まるか
自信がなく、はじめは断りました。でも結局やることになった。そして交流
会のとき、やっぱり部分的に翻訳の難しい部分があったりして、思うように
務まらなかった。僕の日本語も少し変なところあるでしょ。その場での友だ
ちや教師からの視線やことばが結構気になりました。そんなことがあって、
それから少しずつ休むことが出てきました。
しばらくして日本に帰ると、今度は同級生の中で英語がある程度できるとい
うことで、また少し注目される雰囲気があった。それが何となく嫌で教室に
入れなくなっていきました (15)
　海外帰国子女についての研究は、例えば中央教育審議会「21 世紀を展望した
我が国の教育の在り方について（第一次答申）」（1996 年）において国際理解、
外国語教育の改善などが示されたように、いわゆる「国際化の時代」に対応する
指導が、20 世紀後半盛んに行われていた。実は、帰国児童生徒の不適応問題も
この頃から指摘されている。
・	英語であれ日本語であれ、何かの言葉が一つでも十分に発達していないと、
言語にあまり依存しない職業に就くことはできても、高度の思考力、判断
力、表現力を必要とする職務には向かないことになる。読み書きの能力を
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リテラシーというが、異文化の中で長期に漫然と過ごすと、どの言葉にも
十分なリテラシーのない「セミリンガル」の危険と隣り合わせることにな
る (16)
・	［筆者注：国際理解教育の推進に対して］	理想ばかり言っていられないの
は、あるがままの子どもを受け入れる態勢が、まだまだ日本では整ってい
ないからである (17)
などがそれである。英語の読み書きや会話について若干の自信を持っていた A
男であるが、一方で日本語習得が十分でなかったという上述の指摘、すなわちセ
ミリンガル状況にあったといえ、海外および日本国内の学校生活どちらにも十分
にとけこむことができかねていた様子がうかがえる。
(3) A 男への学校チーム支援
　生徒指導上一般的に児童生徒の個々の事例分析を行うことは勿論意味あること
と思われるが、しかし、それが彼らへの対応の一般化を導き出せているわけでは
ない。よって学校現場は不登校児童生徒に対峙した際に相当なエネルギーを費や
しながらも、一方でそれ相応の成果が得られないというジレンマを抱え込むこと
となる。帰国後、中学校に入学した A 男が間もなく不登校となったのは先述の
とおりだが、現在（中 2）の家庭でどのように過ごしているのか本人の語りを借
りながら簡単に紹介する。
〈インタビューから　その 2〉
家では、昼と夜が逆転している感じのときが多いです。もちろん学校に行か
なくてはとも思っていて努力することもあるけど、やっぱり行けない。夜は
コンピュータゲームをしていることが多いかな。2 年に上がった最初、学校
の先生が迎えに来てくれて学校に行ってみた。職員室にも入った。けれど教
室には行けませんでした。ただ中間教室みたいのがあって、放課後友達が帰っ
てからたまに顔を出したことはありますけど…。担任の先生は時々連絡をく
れます。先生に対してはべつに嫌な感じは持ってないです。
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　A 男は、一緒に話をしている限り受け答えのはっきりした明るい感じの生徒で
ある。休日には一人で、また家族とも外出することができる。時には一人で離れ
た所に住む祖父母のもとへ一人電車に乗って行ったりし、数日を過ごすこともあ
るという。そうしたこともあってか、本人は「僕は学校には行ってないけど、引
きこもりではない」と主張している。
　続いて、断片的ではあるが母親からの話も紹介しておきたい。
〈母親からのインタビューから〉
A 男にはやはり学校へ行ってほしい。日本人学校での出来事は十分に承知し
ていませんでした。今の学校では、担任の先生とか A 男に優しく接してく
れてありがたいです。
対外的なことについては、だいたいわたしが対応することが多い。父親も休
みにキャンプとか行ったりして A 男と過ごしてもくれるが、もう少し関わっ
てほしい気もする。
実際気持ちが塞ぐこともありますから実家の父母に相談に乗ってもらうこと
も多く、ときには A 男の外泊などの協力も仰いでいます (18)
　通常、不登校児童生徒に対する学校対応としては、まず担任が関わるのが一般
的である。その後、学校長への事実報告、職員会議での情報共有などがなされ、
学年会や生徒指導係を中心とした対応審議、必要に応じてコーディネーターを据
えながらのチーム支援などがなされることとなる。ただ現段階において A 男が
不登校に至ったと思える要因（日本人学校在籍時における通訳体験）などについ
て情報交換が詳細になされている様子は感じられない。また、インタビューを通
して聞かれた学校側の対応窓口は担任と中間教室担当のみであり、養護教諭、ス
クールカウンセラーなどを含めた他について触れられることはなかった。この限
りにおいては学校側の協働や対応も表面的なものに留まり、また、学校と家庭の
連携等が十分に機能しているとは言い難い状況といえる。
　換言すれば、解決すべき問題や課題が共有されない、または焦点化されていな
いととらえることもできる。子どもや保護者が相談を希望したとき、学校として
来てもらうための条件（場の設定、雰囲気等の醸成等）が整ったなかでスクール
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カウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの参画も望まれるが、そうした
ことはまだ行われていないようである。よってこの時点までは相談側の不安感を
十分に勘案しながらの対応が精いっぱいという感を受ける。
　混乱している子どもや保護者等の不安な悩みを受けとめながら冷静に相談・解
決に向けた役割すべてを担任が担っていくことは無理である。本件の場合、学校
内職員のそれぞれが事態を共有しながらどのように問題に向き合っていくかの方
向性、さらにはスクールカウンセラーなどの専門家や教育相談センターなどの外
部機関担任等々との関わりを含めて協働するチーム体制の構築について、改善の
余地がかなり見受けられる。
2　医療・福祉関係におけるチーム支援との比較
（1）医療・福祉と教育に見るチーム比較
　上述のA男と母親のインタビュー等から覗われることは、大きくまとめるなら、
ア） 日常生活において行動的で積極的な一面を見せるA男が不登校状況に陥っ
ている現実を、本人および保護者ともに素直に受け止められず、現状に対
する十分な振り返りができていない。したがってその気になればいつでも
学校に行くことができるという気持ちを表出することで一時的にでも悩み
からの脱却を図っている。
イ） 学校も保護者も、当面の期待として A 男の登校を望んでいる。その実現
に向け、学校と家庭との連絡機会はとっているものの、今後の A 男に対
する支援の方向性が十分に見出せているわけではない。
という 2 点を挙げることができるだろう。こうした不登校状況を打破するための
支援はどう進められたらよいのだろうか。ここでは医療及び福祉関係の現場を訪
ね、そこでのチームの組織化や運用がどのように図られているのかを見ていくこ
とで、今後の方向性を探る糸口を見出すこととしたい。
　なお、医療及び福祉の現場に関し、ここで取り上げる内容は高齢者に関するも
のである。教育問題と高齢者問題をリンクさせながら検討する理由は、それぞれ
が児童生徒および患者やクライエントとしての対象にどのように関わり対応して
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いるかということにおいて大きく共通しているからである。近年多くの現場では
抵抗なく受け入れられている「チーム学校」(19)、あるいは「チームとしての学校」
(20) を、医学関係における「チーム医療」、または福祉における「チーム介護」の
視点から比較してみることとしたい。
（2）医療現場に見るチーム支援
　医学も日々著しく進歩し、人々がもつ知識も増してきている。しかし、入院等
の措置が必要になる際は専門的知識や技術を持った医療関係者による治療を受け
ることが必要である。ここで注目されるのがチーム医療である。厚生労働省によ
れば、チーム医療とは「医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い
専門性を前提に、目的と情報を共有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完
し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供すること」(21) こととしている。
より良質で高度な医療を求める患者や家族が増加することと相俟って、医療は高
度化・複雑化し、それによって医療関係者の疲弊も見られるなか注目されるのが
「チーム医療」なのである (22)。
　以下では、こうした方向がどのように実現されようとしているか、高齢女性 B
子の入院後に福祉施設とも連携事例に沿ってみていくこととする。
〈入院初期の状況〉
　高齢の B 子は実娘の家族と同居している。足腰も弱まって自宅での生活が困
難となり、家族とともに今後のあり方を探っていた。福祉施設に入所を考えてい
るが、認知症状が疑われるため、検査入院をすることとなった。
〈病院で〉
　入院による環境変化は B 子に大きな影響を与えることとなった。まず、夜に
不安になるためか大きな声で頻繁に看護スタッフを呼ぶ。しかし、看護師も多忙
なため常には寄り添うことが不可能であり、したがって家族が呼ばれることとな
る。ただ、家族の連日夜間付添は困難で、また徘徊の予防のためやむを得ずベッ
ド上での身体抑制措置を受けることとなる。しかし B 子はこれに猛反発。大声
で騒ぎ、自力で拘束状況を解いてしまった。こうしたことが 3 日、4 日と続き、
看護スタッフにはいささか手を焼く様子が見受けられた。
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　それから一週間後、B 子の食欲や生きようとする気持ちが急速に減退し、自力
歩行困難のみならず生命の危機も感じられる状況となった。驚いたのは施設入所
にかかわる健康診断のため検査入院と承知していた家族である。患者の気持ちに
寄り添ってほしい、人権にも配慮してほしい等の相談を病院側に願い出るが、そ
の時点において改善は見られなかった。
〈退院に向けて〉
　入院から約 3 週間後、B 子の様態が快方に向かう。きっかけになったのは医師
のリードによって開かれたカンファレンスである。それは、一時帰宅を願い自宅
での食事療法を試みた家族の意思と、それを前向きに受け止めて治療方針の再検
討を図った医師の判断によって開催されたという (23)。参加したのは、医師、看
護師、ケースワーカー、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士である。患者の家
族の願いをもとに、必要程度の生活自立ができるよう、根本的な見直しが行われ
ていた。それから 2 週間後、入院から 5 週間を経て退院となり、施設入所が可能
なまでの回復が見られるようになった。
　以上の状況を、チーム医療という観点から見て示唆されることは多い。まず、
患者 B 子の心身状況は、医療スタッフの患者への目の向き方によって左右され
るということである。すなわち看護を任とする看護師を例にするなら、看護師個々
の患者への関わりはもとより、看護スタッフがチームとして B 子の様子をどの
ように把握し、勤務の引継ぎ後もスムーズな看護が維持できるかという同部署内
のチーム確立が欠かせないということである (24)。
　2 点目として各部署同士がどうチーム化していったかということが挙げられ
る。それぞれの専門性もった各部署のスタッフたちが、B 子への治療方針を共有
し、それぞれの役割を押し進めることができたのは、事例に述べたとおり医師の
判断とリーダー性である。医師が家族の願いを聞いたうえで患者と向き合い、治
療方針の検討を経てカンファレンスを開催したことで、患者への眼差し、家族へ
の態度などが総合的に変容していった。まさに先述のチーム医療としての目的と
されている多種多様な医療専門スタッフによる目的と情報の共有が図られ、互い
に連携・補完し合いながら、患者の状況に的確に対応した医療が図られた事例と
90
いえよう。
　3 点目として、B 子が介護施設への入所を希望しているということで、入院中
に福祉機関との連携、すなわち分野を超えたチーム関係の確立が図られたという
こともできるだろう。なお、その実務を担ったのはケースワーカーであるが、本
件の場合、その背後における医師の支援・指示は欠かせなかったといえる。
　以上のことから、本事例の場合は医師による強力かつ的確な指導性が発揮され、
これによって「患者さん一人ひとりに責任をとる担当者の存在」が際立つことに
つながった (25) ものと思える。いうまでもなく医療現場では、患者の生死と常に
隣り合わせになることが頻繁に起こる。ゆえに、より迅速で的確な判断が求めら
れることとなる。そうした緊張感、さらには多忙のなか、患者の回復を中心念頭
におきながら、各医療スタッフの事実を客観的にみる目や、異なる感情をもちな
がらも冷静に判断する力をもつなど専門家としての力量アップが常に求められて
いることが分かる。
（3）福祉現場に見るチーム支援
　B 子は、医療機関からの連携がスムーズに行われたこともあり、退院後ほどな
くして介護老人保健施設（以下、老健 T）へ入所した。各地にみられる老健施設
の目的は、介護を必要とする高齢者の自立を支援し、家庭への復帰を目指すこと
にある。したがって B 子にとっては家族のもとで過ごすことができるためのリ
ハビリテーションなどの理学療法、食事や入浴などの介護サービスや医師による
医学的管理のもと看護・介護といったケアが提供されることとなる。B 子に向け
た施設のチーム支援がどのようになされているのかを眺めてみよう。
〈老健 Tに見るチーム介護〉
　全国に広がる老健施設はそれぞれが自由な運営が任されているわけではなく、
例えば職員配置など一定基準数の配置が義務付けられている。配置数は入所人数
によって変わるものの、職種としては医師、看護職員、介護職員、理学療法士・
作業療法士または言語聴覚士、ケアマネジャー、ソーシャルワーカー、栄養士、
調理員、事務員などである。
　こうしたなか B 子が入所している老健 T の特徴をあげれば次のようである。
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まずは、入所者に対して正面から対し、明るくふるまえる職員が多く見受けられ
る。各地の介護施設の職員の多くも同様ではあろうが、とりわけ老健 T の職員
たちは気持ちを込めた挨拶を心掛けているようである。
　2 点目は、行事が多いことである。入所者だけではなく家族同伴で楽しめるも
のが多く、夏場だけでも、迎え盆、喫茶、七夕、花火大会、以後も敬老会、秋祭
りなどと続く。また、所内でのクラブ活動も盛んで、書道、料理、生け花、裁縫
などが随時行われている。
　3 点目は、家族との懇談会が随時開催されることである。施設側と家族、また
は家族が合同で日ごろの悩みを語り合ったり意見交換し合ったりすることが行わ
れるのである。施設長をはじめとする職員は、基本的に意見を聞くことに徹して
いる。このことによって、学校に例えれば教員と保護者（家族）との関係が良好
に構築され、家族への安心感の供託、仲間意識の醸成等カウンセリングがなされ
ている光景と類似した状況が出現している。
　これら日ごろの行事の推進等は職員すべての協力のもとに行われている。それ
ぞれの責任者のリードのもと職員一体となって進められるが、何よりもそれらは
入所者の健康等を考慮しながら、その中でいかに楽しみを享受してもらえるかが
優先的に考慮されている。老健 T では職員研修も盛んに行われているが、これ
によって職員個々の自覚を高めたり、専門性の向上が図られている。外来の家族
などは、そうした光景を頻繁に目にすることもでき、全体にオープンな雰囲気の
なかでクライエントへの対処がなされている。
　施設長は職員の結束を図ることに傾注し、そうしたなかにおいて入所者・その
家族・職員等に対し、冷静かつ客観的、公平な視点をもって接していると評価
されている (26)。大所高所から職員の動向を見ることで冷静な判断が可能となり、
職員チームとしての結束を得ることに貢献していると思われる。
〈B子の変容〉
　上述のように、開かれ可視化されている環境のなか、職員は研修に励み、個別
業務に邁進している。職員がチーム一丸となって、利用者のニーズに報いようと
する姿勢は B 子に安心感をもたらしているようである。B 子は職員に伝えるべ
きことを素直に伝えられるようになってきているし、また、それが職員全体に共
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有され、心を閉ざしがちであった B 子に安心感を携えた笑顔が徐々に多くみら
れるようになってきている。
3　学校チームにおける児童生徒への自立支援への生かし
（1）「チームとしての学校」が目指すものと実際とのジレンマ
　チーム医療やチーム介護において共通するのは、患者やクライエントの状況回
復を願いながらチームとしての有効性を高めていたことにある。それに対して学
校はどのようであろうか。以下、生徒指導において学校が抱えるジレンマ状況に
ついて整理、それを超えていくために求められることは何かについて考えてみた
い。
　中央教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」
（2015 年）は、「チームとしての学校」の体制整備によって「教職員一人一人が、
自らの専門性を発揮するとともに、専門スタッフ等の参画を得て、課題の解決に
求められる専門性や経験を補い、子供たちの教育活動を充実していくことが期待
される」(27) と述べている。
　これに対し紅林（2016）は次のように問題点を指摘している。答申が提案する
チーム学校のねらいを、新しい時代に求められる資質・能力を育む教育課程の実
現、複雑化・多様化した課題を解決するための保健、医療、福祉、教育等におけ
る連携支援、多忙化に悩まされる教員が子どもと向き合う時間を確保しながらの
学力向上、いじめや不登校などへの対応策としたうえで、「異なる複数の教育課
題や教育の局面それぞれにおいて、一定の効果をもたらしてくれることが期待さ
れている取り組み、それがチーム学校の構想」(28) であるとし、さらに、「チーム
学校の構想は、教職員の関係性（同僚性）を強化して、専門家と非専門家という
性格の異なる二つの外部との関係性（協働性）を構築するという二段重ねの三シ
ステム構造をもち、それぞれの関係性の構築によって自動的に（つまり結果的に）
教育効果を向上させようとするプランなのです」(29) と述べている。つまり、こ
こまで見てきた医療や福祉分野におけるチームとの機能面、さらには、チームを
基底とした学校運営が教育の質向上のみならず、チームを組織した学校づくりに
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もウエイトがかかった重層性を有すことが指摘されているのである。
　学校がどのような枠組をもってチームをつくっていくかということについて
は、例えば保護者や地域を学校の内に位置付けるのか、それとも外に位置付けて
いくのかなどによって大きく変わることとなり、こうした点一つをとっても設定
の難しさを抱えていることが分かる。しかしながら、中央教育審議会答申はこう
した細部の議論を棚上げしながら、「個々の教員が個別に教育活動に取り組むの
ではなく、校長のリーダーシップの下、学校のマネジメントを強化し、組織とし
て教育活動に取り組む体制を創り上げるとともに、必要な指導体制を整備するこ
と」を求めている。そのうえで「生徒指導や特別支援教育等を充実していくために、
学校や教員が心理や福祉等の専門家（専門スタッフ）や専門機関と連携・分担す
る体制を整備し、学校の機能を強化していくことが重要である」(30) としている。
このことを実現していくためには、例えばスクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーを位置づけることが一つの方法となるが、これらがどう位置づく
のかは十分に吟味されていない状況である。校長の指揮監督の下にあるとはいえ、
役割や責任が不明確になることを避けるために、なおさら分掌上の位置づけも厳
しく問われなければならい。
　例として挙げたスクールカウンセラーは心理面からの援助を主とするが、さら
に支援の内容を補正する、場合によっては他の機関との連携について手だてを講
じるなどの役割、つまり生徒指導上のコーディネーターを務めることもあり得る。
ただしこの場合、学校内のキーとなる教員との連携が曖昧になることは避けなけ
ればならない (31)。学校として児童生徒の立場に立ったきめ細かい指導や支援を
行っていくためのチームが十分に機能していけるかどうか、現段階においてはそ
れさえ判断しにくいというジレンマがここにある。
（2）チーム支援の機能化を目指して
　文部科学省は、2017 年 1 月の「第 3 期教育振興基本計画の策定に向けた基本
的な考え方」において、個人向けとして「自立した人間として、主体的に判断し、
多様な人々と協働しながら新たな価値を創造する人材の育成」(32) をグローバル
化、少子化への対応、セーフティネットの構築と併せて掲げた。変化の激しい社
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会を生きるうえで、「自ら問いを立ててその解決を目指し、多様な人々と協働し
ながら新たな価値を創造することができる人材を育成することを目指」(33) して
いるのである。教育基本法においても、主目的に人格の完成を据え、自立的に生
きる基礎を培うことは、第 5 条に見られるとおりである。
　これに対し、先に見た医療や福祉の現場でのチーム支援において目指している
ものとしては、患者やクライアントが「自分らしくいかに生きるか」、もしくは「い
かに生き抜くか」を共通項として挙げることができるだろう。教育においてはこ
うした観点の表出はいささか曖昧である。しかし、例えば不登校生徒 A 男の指
導や支援にについてこうした観点をとり入れることで、これまでのゆがみが是正
されたり新たな方向性が開拓されたりする可能性は考えられないだろうか。
　人が人としてどう生きるか、あるいは生き抜くかという問いは難問である。し
かし、医療や福祉の現場では、必然こうした問いと頻繁に向き合うこととなる。
さらに極論すれば、チーム活動が限られた時間のなかで、時には生死が隣り合う
緊張感のなかで行われているのである。この点を教育との際立った違いとして指
摘することができるだろう。ここにまた今後の「チームとしての学校」が機能す
る鍵があると言える。換言すれば、事例として取り上げている A 男と老人 B 子
への支援に対し、伴われている緊張感や切実感にどれだけの差が存在するかにつ
いて考える必要があるということである。
　義務教育を中心とする学校での教育は、児童生徒の未来像について不確定な状
況であることを考慮しながらも、そこに主体的な対応力をつけるなど個々の成長
を前提とした目標をもってなされることが多い。一方、A 男のように予定調和的
な未来像、もっと言えば今後の夢や展望さえ描けない状況に追い込まれている者
も少なくない。学校はこうした子どもたちの状況を汲みながら緊張感を持ちなが
らの実践に力を入れる必要がある。
　医療や福祉現場でのチーム実践では、常に一つひとつの事例ごとよかった点は
何か、反省すべき事柄は何か、改善点は何か等の観点からの振り返りや評価が行
われていた。学校教育においては、教職員間内のチーム、保護者や地域を交えて
のチーム、あるいは専門職を交えてのチームなど多様な形態のチームが状況に応
じて組まれることが想定される。しかしチームごと互いに依存する形となること
生徒指導上の困難を抱える児童生徒への自立支援
95
により、結果的に振り返りが甘くなり、A 男の事例のように解決に向けた事例分
析の糸口が目前にのぞいているような案件さえもが安易に先送りされることは、
できるだけ避けねばならないだろう。このことによって対象児童生徒の自立の芽
が摘まれてしまうことになりかねないからである。事例ごと、あるいは年度ごと
に行われる振り返りが、より具体的で厳しい自己点検を伴いながら行われること
を、すべてのチーム構成員が自覚していることが望まれる。
おわりに
　チームとしての学校、チーム医療、チーム介護について比較しながら、帰国生
徒 A 男へのインタビュー、また病院や福祉施設における患者やクライエントと
のかかわり方の具体を眺めることで不登校児童生徒に対する自立支援のあり方に
ついての検討を試みた。
　一般的に企業をはじめとする海外勤務は数年以内という場合が多く、したがっ
て学齢期の子どもを持つ親が子どもを同伴した場合「いずれは帰っていく日本の
学校生活を知ってほしいと、一時帰国し、日本の学校に『体験入学』をさせる親
が多い」(34) という。海外において学びながらも意識は日本に向いているのである。
日本人学校においてもこうした状況は無視することができず、いわゆる日本国内
の高校進学を念頭においた受験学力の維持には気を使っているのも実情のようで
ある (35)。
　本稿における A 男の母親も、A 男が小学生時には、現地校の長期休業に合わ
せて祖母宅に泊まりこみ、日本の学校に数日通わせてもいた。しかし、結果的に、
現在も不登校の状況を呈している。故にここまで見てきたように緊張感を持った
指導・支援の方向性や心構えは、不登校のみならず生徒指導全般が抱える困難に
ついても活用していくことが望まれる。
　とはいえ、近年とみに指摘される教員の多忙化は悩ましく、本稿で述べた提言
もそれに拍車をかけないとも限らない。そもそも学校教員は「対人援助に専門性
があるわけではない」(36) ことから、医療や福祉との連携意識の育成、および知
識の定着をどのように図っていくかは課題である。また、とかく閉鎖的な独特の
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雰囲気が指摘される学校の壁をいかに低くし、外からの専門性を受け入れること
ができるかの課題も述べてきたとおりである。こうしたことからチームとしての
実践を進めるにあたっては、誰が役割をどのように負うか、またその責任の所在
はどのようになっているのか等クリアしていくべき内容が多い。
　さらに本稿では、A 男の支援にかかわって年度内におけるチーム実践の成果を
上げるべく努めることを提言した。しかし、これについても「不登校解決の最終
目標は社会的自立」であり、「不登校の解決に当たっては、『心の問題』としての
みとらえるのではなく、広く『進路の問題』としてとらえる」(37) こととの兼ね
合いを図っておくことも必要である。
　的確なチーム実践を進めるうえで、支援の方向性を具体的にマネジメントして
いくのは、まさに校長の仕事である。ただ、目先の成果を急がず、じっくり児童
生徒の自立への支援に向きあっていくことも求められるであろう。いずれにして
もチームとしての学校が機能していくために、その理念と実際の隙間を埋めるべ
く、まずは学校現場における地道な実践と振り返りが求められるところである。
この点について、医療や福祉等におけるチーム実践に学ぶ点は多いと思われる。
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